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終了時評価結果要約表 
 

１．案件の概要 
国名：東ティモール 案件名：道路維持管理能力向上プロジェクト 
分野：運輸交通 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：社会開発部 第三グループ 
運輸交通・情報通信第一チーム 

協力金額(評価時点)：約２億３千万円 

先方関係機関：インフラストラクチャー省道路・橋梁・

治水局（DRBFC）、同資機材局（IGE） 
日本側協力機関：なし 

協力 
期間 

(R/D)：2005 年６月～2007 年 11 月 
(延長)：2005 年６月～2008 年 3 月 

他の関連協力：なし 
１－１ 協力の背景と概要 

東ティモール国には鉄道が敷設されておらず、かつ海上輸送も発達していないため、道路交通が国

内移動を行う唯一の交通手段であるが、急峻な地形と雨期の豪雨により、道路の崩壊などが多発し、交

通の支障となっていた。そのため、1999 年以降東ティモール信託基金（TFET）の活用、我が国などの支

援により、主要路線の補修・改修が実施され、2002 年 3 月からは、日本の自衛隊施設部隊による PKO
活動により、道路・橋梁の復旧整備及び建設事業を通した実地訓練が実施された。2004 年 6 月の PKO
部隊の撤退に際し、活動に使用した建機等を東ティモール国政府に譲与した事を受け、JICA は「民生

安定化支援短期専門家」を派遣し、同機材を有効に活用し、運輸通信公共事業省（MTCPW：後に公

共事業省と運輸省に分割、現在再び統合されＭＯＩ（インフラ省））の道路補修能力を高めるための実地

訓練を含む技術指導を実施した。さらに長期専門家として 2004 年 10 月から 2006 年 5 月まで「インフラ

政策アドバイザー」を、2004 年 11 月から 2006 年 5 月まで「道路アドバイザー」をそれぞれ派遣し、政策・

制度面の支援を実施した。 
これらの協力により道路維持管理体制は改善しつつあったが、運輸通信公共事業省（MTCPW、当

時）は、財政不足、技術者の不足、体制の不備等により、依然として計画的な維持管理活動を円滑に実

施することは困難であった。さらに適切な道路維持管理が実施されないことに起因して適切な改修時期

を逸していたのみならず、大規模な修復を必要とする悪循環にも陥っていた。 
このような背景のもと、幹線道路の日常・定期の維持管理・補修の能力及び道路災害時の復旧能力

の向上を目的として「道路維持管理能力向上プロジェクト」が 2005 年 6 月から 2007 年 12 月の予定で

開始されたが、同国の治安悪化によって 2006 年 5 月下旬に邦人が国外退避となり、同プロジェクトは同

年 6 月から約半年間中断となった。その後、同国の治安状況の回復に伴い、2007 年 3 月にはモニタリ

ング調査団が派遣され、プロジェクトデザインの基本フレームに変更がないことを確認したが、プロジェク

ト実施期間を 2008 年 3 月まで延長することで先方カウンターパート機関と合意した。 
 
１－２ 協力内容 

道路維持管理･補修事業及び道路災害時の復旧事業に必要とされるシステムの構築及びそれに必

要な建設機械のオペレータ・メカニック、機材管理、施工管理などの各分野の技術者の育成を行い、道

路維持管理を適切にかつ安全に実施するための技術支援を行う。 
（１）上位目標 
東ティモール国幹線道路の通行が持続的に維持される。 
（２）プロジェクト目標 
幹線道路の日常･定期維持管理･補修及び道路災害時の復旧能力が向上する。 
（３）成果 
 1）運輸通信公共事業省（MTCPW、現インフラ省 MOI）道路・橋梁・治水局（DRBFC）により適正な道
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路の維持管理･補修事業が計画される。 
 2）DRBFC と地方道路事務所の行政連携による道路の管理システムが形成される。 
 3）DRBFC と MTCPW（現 MOI）資機材局（旧 DEM、現 IGE）の職員の道路維持管理･補修事業に関

わる人材が育成される。 
 4）MTCPW（現 MOI）がケーススタディを通じ道路の維持管理補修事業に関し、適切に計画、設計、

施工ができるようになる。 
 5）MTCPW（現 MOI）により、建設機材及び修理機材/道具の運用システムが適切に維持管理される。

（４）投入（評価時点） 
 日本側： 
 短期専門家派遣： 延べ 7 名（約 67 人月） 機材供与： 約 1,023 万円 
 ローカルコスト負担： 約 2,470 万円 本邦研修： 1 名 
 相手国側： 
 カウンターパート配置： 2005 年度 71 名、2006 年度 62 名、2007 年度 64 名 
 土地・施設： 事務所施設提供（ディリ及びタシトールの 2 箇所） 
 ローカルコスト負担： 本プロジェクトに対する特別な予算措置はないが、ケーススタディ実施のた

めの工事費が DRBFC により計上された。また、IGE 建機のスペアパーツの

購入予算が 06/07 年度の予算で承認された。 
 
２． 評価調査団の概要 
 調査者 団長・総括：勝田 穂積 JICA 社会開発部 国際協力専門員 

評価分析：大西 元 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング(株) 
評価企画：鈴木 智良 JICA 社会開発部 運輸交通・情報通信第一チーム 

調査期間 2007 年 12 月 6 日～2007 年 12 月 19 日 評価種類：終了時評価 
３． 評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 

投入及び活動については、騒乱に伴うプロジェクト中断（2006 年 6 月より 12 月までの約半年間）を経

たものの、日本側及び東ティモール側ともほぼ計画どおりになされた。（なお、プロジェクト再開後の

2007年3 月に現地モニタリング調査団が派遣され、プロジェクト対象地域の暫定的な変更など一部の留

意点が指摘されたもののプロジェクトデザインマトリックス（PDM）自体は変更しない旨先方政府と合意が

なされている。） 
成果については、１－２．（３）に掲げられた 5 点について、上記の活動を通じて一定水準の結果を残

している、あるいはプロジェクト終了までにある水準を達成する見込みである。（詳細は以下３－２．（３）

効率性を参照） 
プロジェクト目標である「幹線道路の日常･定期維持管理･補修及び道路災害時の復旧能力が向上

する」に関しては、プロジェクト開始時の状況と比較して著しい向上が認められる。また、プロジェクト終

了までにさらなる能力向上が見込まれている。（詳細は以下３－２．（２）有効性を参照） 
上位目標である「東ティモール国幹線道路の通行が持続的に維持される」に関しては、指標である

「不通箇所数の減少度」「不通期間の減少度」に係る統計が同国において整備されていない一方、本プ

ロジェクトにより発現した各種の正のインパクトは上位目標の達成を促進する要因と考えられ（詳細は以

下３－２．（４）インパクトを参照）、かつ本プロジェクトにより整備された道路台帳、道路管理連絡マニュア

ル等のさらなる活用促進等により、プロジェクト終了までに一定程度の達成が見込まれるものと予想され

る。 
 
３－２ 評価結果の要約 
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（１）妥当性 
妥当性は極めて高いと評価される。 
東ティモール国の政策との整合性：プロジェクト計画段階では、東ティモール政府は「国家開発計画」

（NDP：2002 年度～2007 年度）において、道路補修・維持管理に係る能力向上を優先課題のひとつに

掲げていた。また、セクターごとの優先開発目標及び予算配分が示されているセクター投資計画（SIP：

2005 年作成）1においても、「ライフサイクルコストを最小限とするような定期維持管理によって持続的で

信頼の出来る道路網の構築とそのアクセサビリティーを図ること」等が優先開発目標として明記されてい

た 。なお、評価時点においても東ティモール国における道路維持管理に対するニーズは、道路維持

管理予算の劇的な増額等（2006/07 年度予算以降）に鑑み現在も高いことが窺い知ることができ、その

整合性は現在でも維持されている。 
わが国援助政策との整合性：本プロジェクトは、わが国の東ティモール国に対する重点協力分野のひ

とつである「経済・社会インフラ整備と維持管理能力向上」との整合性が確保されている。また、JICA 国

別事業実施計画の重点分野としてあげられている「インフラ維持管理」とも整合している。 
 
（２）有効性 

有効性は高いと評価される。 
プロジェクト目標の指標である「道路台帳の質」「工事品質」「建設機材及び修理機材／道具管理の

更新状況及び質」のいずれもプロジェクト開始当初のベースライン（DRBFC については、道路台帳が整

備されておらず適切な維持管理計画の策定及び予算編成が行われていなかった、IGE については技

能を有する職員が皆無であり、新設組織として組織体制の整備から着手しなければならない状況にあ

った）と比較して、道路台帳の整備と台帳を活用した維持管理計画策定への試みや一定程度の水準の

メカニック、オペレータが育成された事から能力向上が飛躍的に進んだ点が認められる。またプロジェク

ト終了までに「トレーニング参加人数」も一定数が積み上がる予定であり、さらなる能力開発が見込まれ

ている。本プロジェクトで採られた技術移転手法（On-the-job Training 手法や技術移転セミナーの開催、

ケーススタディの実施等）はカウンターパート機関により大きく支持されている。本プロジェクトのアウトプ

ットが概ね達成され、それがプロジェクト目標の達成に寄与していることから本プロジェクトの有効性は高

い。 
上記の評価は、道路維持管理業務サイクル（予算計画立案、実施計画作成、設計、見積もり、入札、

施工監理、検収）の一部を、本プロジェクトで構築した道路台帳データベースの活用によりDRBFC自身

が実践している事実からも裏付けられる。また石油・天然ガス収入に伴う近年の国家予算の増加により、

DRBFC 及び IGE の予算が増加基調にある点は、プロジェクト目標の達成を大いに促進する要因である

が、注視する必要がある。一方、DRBFC 及び IGE ともに個々の職員の技能が向上し、上記の成果を得

るまでに至っているが、JICA 専門家チームのサポートのもとに対応している職務等もあり、組織全体の

行政執行能力に関しては、今後も改善の余地があるものと思われる。 
 
（３）効率性 

投入は成果に比して適正であったと評価される。 
まずアウトプット達成の見込みについては、PDM で設定されている５つのアウトプット（適正な道路維

持管理・補修計画の立案、地方事務所との連携による道路管理システムの構築、道路維持管理業務に

関わる人材の育成、ケーススタディを通じた道路維持管理補事業の適切な実施、建設機械・修理機材

等の運用システムの構築）のすべてにおいて、現時点において達成、もしくはプロジェクト終了までにあ

る程度の達成が見込まれている。 
投入の質、量、タイミングについては、専門家が長期に張り付く形がとられたが、独立からまもなく発

                                                  
1 本投資計画は現在改定作業中である。（出所：計画・海外援助調整局 NDPEAC） 
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展の初期段階にある同国では専門家の粘り強く、決め細やかな協力は適切であったと判断される。カウ

ンターパート機関や JICA 専門家チームへの聞き取り調査からも、投入について問題のなかったことが

判明しており（日本側の専門家派遣、本邦研修、機材供与、ローカルコスト支援、カウンターパート配置

のそれぞれについて妥当との回答あり）、これら投入はプロジェクトの実施において十分活用されたと判

断できる。また騒乱によるプロジェクト中断の影響は、カウンターパート機関、JICA 専門家チームとも問

題視しておらず、また成果の達成度に鑑み影響は軽微であったと思われる。 
 
（４）インパクト 

上位目標の指標に係る統計が東ティモール国において整備されていないため、指標を根拠とした評

価はできないが、代替として、「DRBFC 職員が道路現況調査の重要性を認識したことに起因し、

DRBFC 職員自身が道路台帳データベースを利用した予算案作成を発案し、実際に 2008 年度の予算

計画が作成された」「機材寿命の維持のためにはスペアパーツの整備が不可欠である点を IGE 職員が

認識し、予算の必要性を財務省にリクエストし、2006/07 年度の IGE 予算にスペアパーツの購入予算が

初めて計上された」「IGE の建機が多方面で活用されておりメンテナンス能力についても東ティモール

国内で高く評価されていること」などのプロジェクト実施による正のインパクトが多数確認されており、これ

らは上位目標の実現において不可欠である適切な道路維持管理システムの構築と適切な建機のメンテ

ナンスに寄与することから将来的に上位目標の達成を促進していくものと考えられる。 
 
（５）自立発展性 

DRBFC については、自立発展性は高いと評価される。IGE については、政府が組織体制の見直しを

行っている段階にあり、不確定要素が残る。 
政策・組織・制度面における自立発展性に関しては、DRBFC は東ティモール国の道路事業の担う所

轄当局であり、道路セクターにおける最重要部局のひとつとして位置づけられる。2008 年度も十分な予

算措置が採られる見込みであり、今後さらに増加が予想される各種業務への対応が求められている。

IGE は今後の組織体制が不透明な状況にあり、2008 年に打ち出される政府の意向等を含め、将来動

向について注視する必要がある。 
技術面における自立発展性に関しては、DRBFC は道路維持管理台帳の有用性に対する認識が職

員間において高まっており、同台帳の管理技術は定着しつつある。また道路台帳データベースの運用・

更新に際して現況調査が必要性である点が認識されつつあり、ケーススタディや OJT を通じたスキルア

ップが図られている。IGE は、重機のメカニック、オペレータの技能がプロジェクト開始当初と比較して格

段に向上しており、今後もスキルが維持されていく見通しである。また重機・機材の管理スキルについて

は、管理職以外の事務職に対する技術移転が今後望まれるところである。 
財務面における自立発展性に関しては、DRBFC の予算は増加基調にあり、東ティモール政府の石

油・天然ガス収入の増加に伴い、今後も現 SIP の優先分野である道路セクターへの予算配分は高い水

準で維持されるものと推察される。道路の整備促進に従って維持管理業務のニーズも将来的に高まり、

維持管理に係る予算も増えていくことが予想される。IGE は現在、国庫からの補助金を唯一の財政基盤

としており、2006/07 年度には予算が大幅に増加している。ただし、既述のとおり将来の組織体制が不透

明な状況にあるため、今後の財務持続性について注視が必要である。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１） 計画内容に関すること 
 特になし。 
（２） 実施プロセスに関すること 

天然ガス・石油収入の増加に伴う国家予算の増加により、DRBFC 及び IGE の予算は近年、増加基
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調にある。また道路維持管理に係る予算は 2006/07 年度まで毎年ほぼ横ばいであったが、来年度には

大幅な増加が見込まれている。予算不足に悩む途上国が多いなか、上記の傾向は極めてレアケースで

あり、上位目標、プロジェクト目標、成果達成への促進要因になったものと推察される。加えて上記傾向

は今後の上位目標達成において、極めて有効な貢献要因となることが予想される。 
また DRBFC に関し、以下に指摘する省庁再編の頻発という状況下で変化に柔軟に対応し、それま

での人員構成を確保しつつ、さらにはプロジェクト中断後も以前と同様の協力体制を確保していた点

は、プロジェクト目標の達成に大きく貢献した要素と思われる。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１） 計画内容に関すること 
 特になし。 
（２） 実施プロセスに関すること 

2006 年に発生した騒乱の影響によるプロジェクト中断（2006 年 6 月から約半年間）や、脆弱国家とし

ての組織体制の未整備に伴う省庁再編の頻発（運輸通信公共事業省 MTCPW がプロジェクト中途で公

共事業省と運輸省に分割、さらに現在再び統合されインフラ省 MOI となった経緯あり）、法制度の未成

熟に起因する法執行の問題（IGE の機材レンタル料の未払いに係る問題）等はプロジェクト開始当初に

想定しえなかった外部要因であり、かつプロジェクト目標、成果の達成過程における阻害要因であった

と思われる。プロジェクト全体としての効果発現の度合いは３－１．で既述したように高いと判断される

が、特に上記要因は、資機材局 IGE に対する各種の技術移転活動にある程度の影響を及ぼしたものと

推察される。 
 
３－５ 結論 

本プロジェクトは、プロジェクト終了までに PDM に示されているプロジェクト目標の指標をほぼ達成す

る見込みである。また評価 5 項目全般において、本プロジェクトは高く評価された。 
具体的には DRBFC 本局及び地方事務所により日常維持管理業務が JICA 専門家チームのサポート

なしで実施されている。この業務ではプロジェクトが作成した道路台帳データベースや連絡マニュアル

が有効に活用されており、また 2008 年度予算の予算編成に活用された事実も確認されている。これら

の事実は DRBFC の組織としての道路維持管理能力の向上を示す証左である。また資機材局 IGE にお

いては、トレーニングによるメカニックやオペレータの機材運行技術の格段の向上とともに、機材管理シ

ステムを通じた管理能力の向上も認められている。これらのことから、プロジェクトは予定通り 2008 年 3
月をもって完了できると判断される。 

他方、石油・天然ガス収入による国家予算増に伴って道路関係予算への配分額が大幅に増加したこ

とを背景に、DRBFC の事業量（改修事業等）が増加している。人員増が難しい環境下において外部民

間委託への依存度が高まっており、今後はこれまで培ってきた維持管理能力の向上に向けた更なる努

力とともに TOR の作成や設計・積算業務などの発注業務のマネジメント能力の向上が求められるところ

であり、東ティモール側の意向に応じては継続協力を実施する意義がある。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
（１）短期的提言（プロジェクト終了までの提言） 

DRBFC における現行の道路維持管理業務の制度設計に係るさらなるサポートとして、専門家が例え

ば過去 2 度及び現在実施中のケーススタディから得られた各種の資料類（マニュアル、事例集）を、現

行の業務フローに参考になるような形で取りまとめることが考えられる。また専門家チームを中心にこれ

ら資料類の DRBFC 職員に対する普及が望まれる。 
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（２）中・長期的提言（プロジェクト終了後に対する提言） 
DRBFC としては、これまでの本プロジェクトにおける蓄積のもとに、外部発注業務増への対応を含

め、道路維持管理業務に係わる一連のシステムを強化していくことが求められる。 
IGE に関しては、2008 年中に将来の組織体制の方向性に関して政府決定がなされる予定であり、組

織体制は本プロジェクトの自立発展性にも関連するところ、将来の組織動向について留意が必要であ

る。その一方、当面はどのような組織形態になるかに関わりなく機材管理運営団体としての技術的な能

力の向上のための努力は継続される必要がある。 
 
３－７ 教訓（実施中の、あるいは将来開始される他のプロジェクトの参考になる事項） 
（１）外部要因に対する柔軟な対応 

DRBFC については、省庁再編の頻発という状況変化のなかで、この外部要因の変化に柔軟に対応

し、それまでの人員構成を確保しつつ、さらにはプロジェクト中断後も以前と同様の協力体制を確保して

いた点は、プロジェクトの目標達成に大きく貢献した要素である。JICA 専門家チームとのコミュニケーシ

ョン密度を高いレベルで維持していた点が奏功したと思われる。 
 
（２）地方現場事務所の効果的な取り込み 

DRBFC への技術協力に関し、道路維持管理業務の実施プロセスにおいて、地方事務所の重要性を

事前に認識し、道路維持管理システム（特に日常維持管理業務）に地方事務所を主体的に巻き込むよ

うシステム設計を行った点は、プロジェクト目標の達成に極めて効果的であったと考えられる。 
 
（３）ターゲットグループのニーズに応じた適正技術の適用 

東ティモール国においては、民生安定化を目的とした各種の協力事業が多くのドナーにより実施され

ているなか、本プロジェクトでは道路維持管理業務に必須となる道路台帳及び関連データベースの整

備を重要な協力コンポーネントとして設定し、カウンターパートの技術力・目線に応じた現場適応型のア

プローチを採用した。現在、構築されたこれらシステムを利用した予算要求活動が顕在化してきており、

上記のアプローチは極めて有効であったと判断できる。 
 
 
 


